













































































W=W(U1, U2，…， UN) (1) 
を生産制約，
F(X, G) =O (2) 
の下で最大になるように，各個人に対する民間財と公共財の配分を決定するものとする。この場合
ラグランジアンは，








(i = 1,2, 




































とする。さらに，個人 iにとって M1はMiと代替不可能と想定する。これから個人 iの効用関数は
U1=U1(X1, M1 ， αMi）で表わすことができる。民間財の総量をX とすると X1 ＋ ~1X1=X，また準
公共財の総量をMとすると Mi ＋~1M1=M となる。さらに生産制約を F(X,M）ニOとするとパレー
ト最適の 1階条件は，
N 
U品／U~＋ α~(Uん／U~） =FM/Fx (8) 
U占／U~ ＝ FM/Fx (i=2，…， N) (9) 
で与えられる。（8）式は，パレート最適の達成のためには，各個人 iは彼が受ける外部便益分に対し
て限界評価に見合った負担をすることが必要であることを示している。各個人 iの外部便益を集計











用関数は U1=U1(X1,E) (i=l, 2，…， N）と表わせる。また，財Eの価格（限界費用）は PEで，
政府は財Eの供給費用（NpEE）を全構成員一律の定額税Tで賄うものとする。ここで，地方政府が
予算制約の下で社会的厚生を最大にするものとすると，ラグランジアンは，
L=W(U1, U2，…， UN）－λ（NT-NpEE) 
となる。（10）式をEとTに関して最大化する 1階条件は，
aL／δE＝ ~W1U~－ NλPE =O (lU 
）??????（
L／δT＝ ~W1(-Uk)-Nλ ＝ O (12) 
で与えられる。ここで個人 i の所得の社会的限界効用を βi 三 ~W1U~ と定義すると，（1U(l2）式から，
(1/N)~I （β1／βM) MRS1 =PE (13) 
を得る。ただし， βMはβiの平均でβM=(l/N ） ~Iβi で与えられる。また， β！／βM と MRS1 との共分
散Cov［βi／βM,MRS1］を用いるとω式は，




























































分担金 便 益 上下水道，道路舗装，土地改良，農業施設，林道





















一般税 構成員全員 なし なし 同質 直接的にはなし
目的税 個別サービスにつ 同質 直接的には小
いて構成員全員
特別便益税 構成員の部分集団 異質性あり 直接的には小









(charges）を利用者負担に含めるo この考え方をとるのがMusgraveand Musgrave[20], Herber 
[12］等である。一方，後者は利用者負担を広義に解釈する立場をとり，目的税や特別便益税も利用

























































































































7) U~ ＝ δU1/aM,, U~1 ニ δU＇／δM1, FM二 δF/aM
8 ) Atkinson and Stiglitz [ 2 ] (pp498 499）は個人別定額税のケースを分析しているが，一律定額税のケー
スについては結果のみを示唆するにとどまっている。ここでは，彼らの結果を導出する。
9) Cov［β＇／ん， MRS']=(1/N) ~1 [ （β＇／ん） -1] (MRS'-MRSM) 
= (l/N) ｛~， （βI／ん）MRS'-~1MRS1- ~1 （β＇／ん） MRSM + ~ ,MRSM} 
= (1/N) ｛ ~1 （β＇／ん） MRS1 － ~1MRS1}
ただし， MRSMはMRS＇の平均で， MRSM=(l/N ） ~1MRS1 である。これより，
(l/N）~， （β＇／ん） MRS'=(l/N)~1MRS1+Cov ［β＇／/JM, MRS'] 
を得る。この式を（13）式に代入すれば（14)式が得られる。
10）類型化に当たってはBird[4 ],Musgrave and Musgrave[20］を参考にしているが，彼らの類型とは一
致していない
11）目的税を支持する見解についてはTeja[32］も参照されたい。また，政治過程で生じる目的税収の一般財















15）利用者負担の範囲は，米国では，商務省の定義によれば，狭義にはcurrentcharges, utility revenues 
が含まれ，広義にはさらに hiway-usercharges, special assessments, finesが含まれる。また英国に
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